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 観光産業は第 3次産業であるサービス業に属するが、観光産業自体は、北米産業分類（North 
American Industry Classification System：NAICS）における 1,170におよぶ諸産業のいずれ
にも該当しない。独立した産業とはみなされていないのが、観光産業の現実である。 






観光サテライト・アカウント（Travel and Tourism Satellite Accounts, TTSAs.）であり、BEA
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の比率（％）  ％  ％ 
宿泊施設 0.71 136,560 19.5  76,596 20.2 
飲食店 0.18  95,115 13.6  50,234 13.3 
航空輸送 0.75 112,889 16.1  54,048 14.3 
自動車レンタル 0.59  29,981  4.3  16,324  4.3 
旅行業 0.95  34,733  5.0  18,844  5.0 
ギャンブル 0.49  20,608  2.9  16,675  4.4 
非耐久消費財 0.02  48,186  6.9  17,869  4.7 
小売業サービス ※ 0.03  32,113  4.6  22,046  5.8 
卸売業・輸送サービス 0.02  29,952  4.3  21,330  5.6 
合     計 ─ 699,098  ─ 378,597  ─ 
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        ※はガソリンスタンドを除く。 
       （出所）U. S. Department of Commerce, Survey of Current Business, June,  

















産業（業種） 雇用者数 比率（％） 
宿泊施設 1,253 23.3 
飲食店 1,968 36.6 
航空輸送 443  8.2 
自動車レンタル 88  1.6 
旅行業 173  3.2 
ギャンブル 179  3.3 
非耐久消費財 125  2.3 
小売業サービス ※ 402  7.5 
卸売業・輸送サービス 165  3.1 
合     計 5,382  ─ 
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（出所）Aは、U. S. Department of Commerce, Survey of Current Business, June, 2007. Bは、June, 2011  
より作成。 
  















公表した 1998 年の 2.99％が最も高く、以下順次低下しているが、2000 年の 2.95％を境にさ
らに落ち込みはじめている。B にあっては、ピークは 2004 年と 2007 年のことで 2.97％を示
している。その反面、2008年と 2009年には 2.78％、2.68％へと低下している。今後の行方が















1998  8,747.0 261.9 2.99    
1999  9,268.4 276.3 2.98    
2000  9,817.0 289.5 2.95    
2001 10,128.0 283.4 2.80    
2002 10,469.6 285.2 2.72    
2003 10,960.8 297.9 2.72 11,142 326 2.93 
2004 11,712.5 312.5 2.67 11,868 352 2.97 
2005 12,455.8 325.9 2.62 12,638 371 2.94 
2006    13,399 396 2.96 
2007    14,062 417 2.97 
2008    14,369 399 2.78 
2009    14,119 379 2.68 
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   （出所）いずれも U. S. Department of Commerce, Survey of Current Businessより作成。 
国内雇用者数については、1998年は January, 2001. 1999-2001年は January,  
2003. 2002-2005年は August, 2006. 2006-2007年は August, 2010. 2008- 
2010年は August, 2011. 観光産業の雇用者数については、Aの場合、1998年は 
June, 2006. 1999-2006年は June, 2007. Bの場合、2006-2010年は June,  
2011より作成。 
 
 同じく、A と Bとに分けて表示している。A にあっては、雇用者数は 1998年から 2000 年
にかけて順調に伸びているものの、2001年を契機に 2003年まで減少している。本格的な回復




 国内雇用者数にしめる観光産業のそれのウェイトをみれば、A にあっては、ピークは 1999
年の 4.22％、2000年の 4.19％、ボトムは 2005年の 3.97％で、2006年には回復の兆候がみら
 A B 
年 
国内雇用者数









1998 133,433 5,567 4.17   
1999 136,294 5,754 4.22   
2000 139,207 5,832 4.19   
2001 138,840 5,756 4.15   
2002 137,306 5,583 4.07   
2003 136,921 5,579 4.07   
2004 138,354 5,679 4.10   
2005 140,454 5,571 3.97 5,876 4.18 
2006 141,440 5,841 4.13 5,963 4.22 
2007 142,928   6,096 4.27 
2008 142,000   5,885 4.14 
2009 135,996   5,406 3.98 
2010 135,250   5,382 3.98 
アメリカの観光産業 





































 A B 
1998 0.72  
1999 0.71  
2000 0.70  
2001 0.68  
2002 0.67  
2003 0.67  
2004 0.65  
2005 0.66 0.70 
2006  0.70 
2007  0.70 
2008  0.67 
2009  0.67 
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表３－４ 国内総生産にしめる産業別付加価値比率（2009年） 

















        ※は 2008年の数値。 
        （出所）U. S. Department of Commerce, Statistical Abstract of the United  













国内総生産 14,256 ─ 
 観光産業 379  2.66 
 農林水産業 136  0.95 
 鉱業 231  1.62 
 公益事業（ガス・水道・電気） 269  1.89 
 建設業 578  4.05 
 製造業 1,569 11.01 
  コンピュータ・電子製品 ※  195  1.37 
  自動車産業 ※   89  0.62 
  化学産業 ※  213  1.49 
  食品・飲料・タバコ産業 ※  190  1.33 
 運輸・倉庫業 394  2.76 
 情報産業 634  4.45 
  放送・通信事業 ※  345  2.42 
 金融・保険業 1,198  8.40 
 教育サービス 153  1.07 
 医療・福祉サービス 1,036  7.27 
 宿泊・飲食業 408  2.86 
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表３－５ 国内雇用者数にしめる産業別雇用者数比率（2009年） 





















        （出所）U. S. Department of Commerce, Survey of Current Business,  













 これは、アメリカ国内における居住者（アメリカ人ならびに外国人ながらアメリカに 1年以 
合 計 比率（％）
国内雇用者数 136,089 ─ 
 観光産業 5,406  3.97 
 農林水産業 1,226  0.90 
 鉱業 640  0.47 
 公益事業（ガス・水道・電気） 562  0.41 
 建設業 6,244  4.59 
 製造業 11,857  8.71 
  コンピュータ・電子製品 1,136  0.83 
  自動車産業 675  0.50 
  化学産業 802  0.59 
  食品・飲料・タバコ産業 1,645  1.21 
 卸売業 5,622  4.13 
 運輸・倉庫業 4,264  3.13 
 情報産業 2,820  2.07 
  放送・通信事業 1,276  0.94 
 金融・保険業 5,780  4.25 
 教育サービス 3,163  2.32 
 医療・福祉サービス 16,237 11.93 
 宿泊・飲食業 11,219  8.24 
 政府 24,921 18.31 
  連邦 5,249  3.86 
  州・地方 19,672 14.45 
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 前述と同じように、Aと Bとに分けて記載してみた。まずは、Aと Bの観光支出額合計をみ










 これに対し、B では非居住者のウェイトは 2003 年の 11.4％をボトムに、2008 年のピーク
14.6％まで一貫して上昇し、2009年には若干低下の兆しがうかがえるにすぎない。14.2％であ
 A B 
年 10億ドル 比率（％） 10億ドル 比率（％） 
 居住者 非居住者 合計 居住者 非居住者 居住者 非居住者 合計 居住者 非居住者 
1998 391,563 70,527 462,089 84.7 15.3      
1999 413,260 73,886 487,145 84.8 15.2      
2000 446,578 80,902 527,480 84.7 15.3      
2001 436,526 70,737 507,263 86.1 13.9      
2002 443,862 65,383 509,244 87.2 12.8      
2003 478,332 63,245 541,577 88.3 11.7 502,293  64,391 566,683 88.6 11.4 
2004 516,214 73,386 589,600 87.6 12.4 539,519  74,621 614,140 87.8 12.2 
2005 550,573 80,320 630,893 87.3 12.7 579,495  81,867 661,361 87.6 12.4 
2006      623,009  85,846 708,855 87.9 12.1 
2007      655,179  96,935 752,113 87.1 12.9 
2008      645,055 110,063 755,119 85.4 14.6 
2009      567,783  93,998 661,781 85.8 14.2 
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         ※は 2007年の数値。 
         （出所）U. S. Department of Commerce, Statistical Abstract of the  













財 輸出額 サービス 輸出額 
農作物 98,423 観光 93,917
製造業品 743,321 旅客運賃 26,424
 航空機 ※ 73,520 その他輸送 35,406
 化学製品 153,438 特許等使用料 89,791
 一般産業機械 45,034 その他民間サービス 238,332
 電気機械 63,964 その他 17,096
 自動車 65,288 政府サービス 1,333
 精密機械 38,105  
合   計 1,056,043 合   計 502,298
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         石油の収支は-209,218である。※は 2007年の数値。 
         （出所）表３－６と同一。ただし、表 1299のサービスの収支の数 
             値には間違いがあるので、訂正した数値を示した。 
 



















財 収支 サービス 収支 
農作物 26,574 観光 20,687
製造業品 -442,568 旅客運賃 444
 航空機 ※ 51,800 その他輸送 -6,180
 化学製品 2,211 特許等使用料 64,561
 一般産業機械 -5,147 その他民間サービス 69,440
 電気機械 -27,719 その他 -13,378
 自動車 -62,575 政府サービス -3,538
 精密機械 6,130  
合   計 -503,582 合   計 132,036
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